
（ホ）,（ヘ）,（ト）欄については記入する必要はありません。 
ただし、電算処理により全資産申告を行う場合は記入してくだ
さい。

1　住所、電話番号を記入し
てください。既に印字され
ている方で、変更、訂正等
がある場合は余白に記入し
てください。

2　氏名を記入または訂正
し、押印してください。ま
た、法人の場合は、代表者
名を記入し、社印及び代表
者印を押印してください。

（イ）　前年度までに申告
されている方のみ、令和5年
1月1日現在の取得価額が印
字されています。

（ロ）　前年中に減少した
資産の取得価額の合計額
を、資産の種類別に記入し
てください。

（ハ）　前年中に取得した
資産の取得価額の合計額
を、資産の種類別に記入し
てください。

（ニ）　（イ）－（ロ）＋
（ハ）によって算出した取
得価額の合計額を、資産の
種類別に記入してくださ
い。

※前年前に取得した資産を申
告し忘れていた場合（申告も
れ）は、取得年次に応じて遡
及課税の対象となりますの
で、あらかじめご承知おきく
ださい。

3 個人番号(マイナンバー)又は法人番号
を記入してください。

4　事業種目を具体的に記入して
ください。

5　事業の開始年月を記入して
ください。

6　この申告について直接応答される方の係
名、氏名及び電話番号を記入してください。 7　経理を委託している税理士等の

氏名及び電話番号を記入してくださ
い。

8～12　該当する方を○で囲んで
ください。ただし、8～11で有を
〇で囲んだ方は別途申請が必要
となります。

13　税務会計上の償却方法に
ついて該当する方を○で囲ん
でください。

14　法人税法、所得税法の規
定による青色申告について該
当する方を○で囲んでくださ
い。

15　事業所等の資産の所在地
を必ず記入してください。

16　借用（リース）資産の
有無について該当する方を○
で囲んでください。有を囲ん
だ方は、貸主の氏名・住所を
記入してください。

17　該当する方を○で囲んで
ください。

18　次のような事項を記入して
ください。 
 
・前年中に資産の増減がなかった
場合は、「増減なし」を記入。 
 
・住所、法人名等の変更があった
場合には、その年月日を記入。 
 
・廃業、移転等の年月日を記入。 
 
・課税標準の特例適用資産又は非
課税資産を所有している場合に
は、適用法令条項、添付書類の名
称を記入。 
 
・耐用年数の短縮等を適用した資
産を所有している場合は、承認通
知書、届出書、添付書類の名称を
記入。 
 
・その他、この申告に必要な事項
及び償却資産の評価について参考
となるべき事項を記入。
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